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参考資料１

秋田県政策等の評価に関する条例

平成十四年三月二十九日

秋田県条例第十一号

秋田県政策等の評価に関する条例をここに公布する。

秋田県政策等の評価に関する条例

（目的）

第一条 この条例は、県が行う政策、施策又は事業（以下「政策等」という。）の評価に

関し基本的事項を定めることにより、政策等の評価の客観的かつ厳格な実施を推進しそ

の結果の政策等への適切な反映を図るとともに、政策等の評価に関する情報を公表し、

もって成果を重視する行政の推進に資するとともに、県の行政活動について県民に説明

する責務が全うされるようにすることを目的とする。

（定義）

第二条 この条例において「実施機関」とは、知事、教育委員会、公安委員会及び警察本

部長をいう。

２ この条例において「政策」とは、実施機関が、その所掌事務の範囲内において、一定

の行政目的を実現するために行う行政活動についての基本的な方針をいう。

３ この条例において「施策」とは、政策を推進するための個々の具体的な方針をいう。

４ この条例において「事業」とは、施策に従って実施する個々の方策その他これに類す

るものをいう。

（政策等の評価の在り方）

第三条 実施機関は、その所掌に係る政策等について、適時に、その効果（当該政策等に

基づき実施し、又は実施しようとしている行政活動が県民生活及び社会経済に及ぼし、

又は及ぼすことが見込まれる影響をいう。以下同じ。）を把握し、必要性、効率性又は

有効性の観点その他当該政策等の特性に応じて必要な観点から自ら評価するとともに、

その評価の結果を当該政策等に適切に反映させるものとする。

２ 実施機関は、前項の規定に基づく政策等の効果の把握に当たっては、当該政策等の特

性に応じた合理的な手法を用いて、できる限り定量的にこれを行わなければならない。

３ 実施機関は、第一項の規定に基づく評価（以下「政策等の評価」という。）に当たっ

ては、県民の意見を採り入れるように努めるものとする。

（基本方針）

第四条 知事は、政策等の評価の計画的かつ着実な推進を図るため、他の実施機関と協議

して政策等の評価に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければなら

ない。

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の実施計画の指針となるべ

きものを定めるものとする。

一 政策等の評価の実施に関する基本的な考え方

二 政策等の評価の観点に関する基本的な事項

三 政策等の効果の把握に関する基本的な事項
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四 事前評価（政策等を決定する前に行う政策等の評価をいう。以下同じ。）に関する

基本的な事項

五 中間評価（政策等を決定した後で政策等が終了する前に行う政策等の評価をいう。

以下同じ。）に関する基本的な事項

六 事後評価（政策等が終了した後に行う政策等の評価をいう。以下同じ。）に関する

基本的な事項

七 政策等の評価の実施の時期に関する基本的な事項

八 政策等の評価の結果の政策等への反映に関する基本的な事項

九 政策等の評価の結果等の公表に関する基本的な事項

十 秋田県政策評価委員会への諮問に関する基本的な事項

十一 その他政策等の評価の実施に関する基本的な事項

３ 知事は、基本方針を定めようとするときは、あらかじめ、秋田県政策評価委員会の意

見を聴かなければならない。

４ 知事は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。

（実施計画）

第五条 実施機関は、基本方針に基づき、当該実施機関の所掌に係る政策等について、毎

年度、政策等の評価に関する実施計画（以下「実施計画」という。）を定めなければな

らない。

２ 実施計画においては、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 政策等の評価の実施に関する考え方

二 政策等の評価の対象に関する事項

三 政策等の評価の観点に関する事項

四 政策等の効果の把握に関する事項

五 事前評価に関する事項

六 中間評価に関する事項

七 事後評価に関する事項

八 政策等の評価の実施の時期に関する事項

九 政策等の評価に係る評価調書に関する事項

十 政策等の評価の結果の政策等への反映に関する事項

十一 政策等の評価の結果等の公表に関する事項

十二 秋田県政策評価委員会への諮問に関する事項

十三 その他政策等の評価の実施に関し必要な事項

３ 実施機関は、実施計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

４ 前項の規定は、実施計画の変更について準用する。

（評価調書）

第六条 実施機関は、政策等の評価を行ったときは、次に掲げる事項を記載した評価調書

を作成しなければならない。

一 政策等の評価の対象とした政策等の概要

二 政策等の評価を実施した時期
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三 政策等の評価の観点

四 政策等の効果の把握の手法及びその結果

五 秋田県政策評価委員会の意見

六 政策等の評価を行うに当たって使用した資料その他の情報に関する事項

七 政策等の評価の結果

２ 実施機関は、前項の規定により評価調書を作成したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。

（政策等の評価の結果の活用）

第七条 知事は、政策等の評価の結果を予算の編成及び県の総合的かつ基本的な計画の作

成等に活用するものとする。

（議会への報告）

第八条 実施機関は、毎年度、政策等の評価の実施状況及び政策等の評価の結果の政策等

への反映状況に関する報告書を作成し、知事に送付しなければならない。

２ 知事は、前項の規定により送付を受けた報告書をとりまとめ、議会に提出するととも

に、公表しなければならない。

（相互協力）

第九条 実施機関は、政策等の評価を適切に実施するため、相互に必要な協力を行うもの

とする。

（委員会の設置及び所掌事務）

第十条 第四条第三項の規定により、知事の諮問に応じ基本方針に関して調査審議させる

ため、秋田県政策評価委員会（以下「委員会」という。）を置く。

２ 委員会は、前項の規定による調査審議をするほか、実施機関の諮問に応じ政策等の評

価に関する事項を調査審議する。

（委員会の組織及び委員の任期）

第十一条 委員会は、委員十人以内で組織する。

２ 委員は、学識経験のある者のうちから、知事が任命する。

３ 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

４ 委員は、再任されることができる。

（委員長）

第十二条 委員会に、委員長を置く。

２ 委員長は、委員の互選によって定める。

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。

４ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理す

る。

（委員会の会議）

第十三条 委員会は、委員長が招集する。

２ 委員長は、委員会の議長となる。

３ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。

４ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。
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（専門委員会）

第十四条 委員会に、次の各号に掲げる専門委員会を置き、当該各号に定める事項を調査

審議する。

一 公共事業評価専門委員会 公共事業のうち基本方針で定めるものの評価に関するこ

と。

二 研究評価専門委員会 試験研究開発を実施することを目的とする事業のうち基本方

針で定めるものの評価に関すること。

２ 委員会に、前項の規定により専門委員会の所掌に属させられた事項（以下「所掌事

項」という。）の調査審議をさせるため、専門委員を置く。

３ 専門委員は、所掌事項に関し学識経験のある者のうちから、知事が任命する。

４ 専門委員会に属すべき委員及び専門委員は、十五人以内とし、委員長が指名する。

５ 第十一条第三項及び第四項の規定は専門委員について、前二条の規定は専門委員会に

ついて準用する。この場合において、これらの規定中「委員長」とあるのは「専門委員

長」と、「委員会」とあるのは「専門委員会」と、「委員」とあるのは「専門委員会に

属する委員及び専門委員」と読み替えるものとする。

６ 所掌事項については、専門委員会の議決をもって委員会の議決とする。

（委任規定）

第十五条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委

員会に諮って定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成十四年四月一日から施行する。

（特別職の職員で非常勤のものの報酬および費用弁償に関する条例の一部改正）

２ 特別職の職員で非常勤のものの報酬および費用弁償に関する条例（昭和三十一年秋田

県条例第三十五号）の一部を次のように改正する。

別表中「総合開発審議会の委員及び専門委員」を

「総合開発審議会の委員及び専門委員

政策評価委員会の委員及び専門委員」 に改める

附 則(平成一八年条例第四三号)抄

(施行期日)

１ この条例は、平成十八年四月一日から施行する。
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備
事
業
（
当
該
事
業
に
係
る
調
査
・

設
計
を
含
む
。
）

イ
決
定
済
み
の
補
助
金
交
付
事
業
（
利
子

補
給
金
等
）

ウ
計
画
策
定
事
業
、
調
査
・
統
計
事
業
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令
和
元
年
度

知
事
が
行
う
政
策
等
の
評
価
に
関
す
る
実
施
計
画
の
概
要

評
価
の
種
類

目
的

実
施
主
体
・
時
期

対
象

観
点

評
価
結
果
の
政
策
等
へ
の

備
考

反
映
・
活
用

○
類
似
事
業
の
企
画
立
案
、
当
該
事

○
終
了
事
業
所
管
課
長
及
び
終
了
事
業

○
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
事
業
を
対
象
と
し
て

○
有
効
性

（
反
映
）

■
事
業
評
価

業
に
よ
り
整
備
さ
れ
た
施
設
等
の

所
管
振
興
局
部
長

実
施
す
る
。
た
だ
し
、
一
及
び
二
に
つ
い
て
は
、

・
住
民
満
足
度
の
状
況

○
終
了
事
業
所
管
課
長
及
び
終
了
事
業
所
管

効
果
的
・
効
率
的
な
利
活
用
に
有

（
５
月
2
0
日
ま
で
）

目
的
設
定
の
対
象
外
事
業
、
国
直
轄
事
業
負
担
金

・
事
業
目
標
の
達
成
状
況

振
興
局
部
長

（
事
後
評
価
）

用
な
情
報
を
提
供
す
る
。

に
基
づ
く
事
業
及
び
事
業
化
を
直
接
目
的
と
し
な

・
将
来
の
類
似
事
業
の
企
画
立
案

い
調
査
事
業
を
除
く
。

○
効
率
性

・
当
該
事
業
に
よ
っ
て
整
備
さ
れ
た
施
設

一
大
規
模
事
業

・
事
業
の
経
済
性
の
妥
当
性

等
の
管
理
・
運
営

事
業
費
が
1
0
億
円
以
上
の
基
盤
・
施
設
整

備
事
業
で
、
事
業
が
終
了
し
た
日
か
ら
２
年
又

（
活
用
）

は
６
年
を
経
過
し
た
日
の
属
す
る
年
度
が
令
和

○
終
了
事
業
所
管
課
長
及
び
終
了
事
業
所
管

元
年
度
で
あ
る
も
の

※
振
興
局
調
整
費
事
業
に
つ
い
て
は
、
事
業

振
興
局
部
長

二
ソ
フ
ト
事
業

の
効
果
及
び
住
民
の
満
足
度
に
よ
り
評
価

・
当
該
事
業
を
含
む
基
本
方
針
や
計
画
策

総
事
業
費
が
１
千
万
円
以
上
で
、
平
成
3
0
年

を
行
う

定
の
際
の
検
討
資
料

度
に
終
了
し
た
事
業

三
地
域
重
点
施
策
推
進
事
業

平
成
3
0
年
度
に
実
施
し
た
地
域
施
策
推
進
事

業
及
び
振
興
局
調
整
費
事
業

〔
研
究
課
題
評
価
〕

評
価
の
種
類

目
的

実
施
主
体
・
時
期

対
象

観
点

評
価
結
果
の
政
策
等
へ
の

備
考

反
映
・
活
用

○
研
究
予
算
等
の
効
率
的
な
配
分
を

○
目
的
設
定

○
目
的
設
定

（
目
的
設
定
）

（
反
映
）

■
研
究
課
題

図
る
。

・
研
究
機
関
の
長

令
和
元
年
度
補
正
予
算
及
び
令
和
２
年
度
当
初

○
研
究
計
画
等
の
改
善

評
価

・
必
要
に
応
じ
て
外
部
有
識
者
等
の

予
算
に
新
た
に
予
算
計
上
し
よ
う
と
す
る
研
究
課

○
必
要
性

○
研
究
者
の
意
欲
の
向
上
等
、
競
争

意
見
聴
取
等
を
実
施

題
・
政
策
的
妥
当
性

（
活
用
）

（
目
的
設
定
）

的
で
開
か
れ
た
研
究
開
発
環
境
を

（
別
途
通
知
）

○
有
効
性

○
研
究
機
関
の
長

（
中
間
評
価
）

実
現
す
る
。

・
研
究
開
発
効
果

・
予
算
要
求
の
説
明
資
料

（
事
後
評
価
）

○
中
間
評
価

○
中
間
評
価

○
技
術
的
達
成
可
能
性

・
研
究
基
本
方
針
、
研
究
計
画
策
定
資
料

○
県
民
に
対
す
る
説
明
責
任
を
果
た

・
内
部
評
価
委
員
会
（
内
部
評
価
）

平
成
3
0
年
度
以
前
に
着
手
し
、
令
和
元
年
度
に

・
技
術
的
達
成
可
能
性

す
と
と
も
に
、
研
究
開
発
に
対
す

・
外
部
評
価
委
員
会
（
外
部
評
価
）

予
算
計
上
し
て
い
る
研
究
課
題
、
及
び
研
究
期
間

・
研
究
計
画
・
研
究
体
制
の
妥
当
性

○
研
究
機
関
の
所
管
課
長
及
び
財
政
課
長

る
県
民
の
理
解
と
支
持
を
得
る
。

（
６
月
末
日
ま
で
）

を
延
長
し
よ
う
と
す
る
研
究
課
題

・
予
算
編
成
の
検
討
資
料

【
外
部
評
価
対
象
研
究
課
題
】

（
中
間
評
価
）

○
事
後
評
価

総
合
政
策
課
長
が
必
要
と
認
め
る
研
究
課
題

・
内
部
評
価
委
員
会
（
内
部
評
価
）

○
必
要
性

・
外
部
評
価
委
員
会
（
外
部
評
価
）

○
事
後
評
価

・
ニ
ー
ズ
の
状
況
変
化

（
６
月
末
日
ま
で
）

平
成
3
0
年
度
に
終
了
し
た
研
究
課
題

○
有
効
性

【
外
部
評
価
対
象
研
究
課
題
】

・
効
果

総
合
政
策
課
長
が
必
要
と
認
め
る
研
究
課
題

○
目
標
達
成
可
能
性

・
進
捗
状
況

・
目
標
達
成
阻
害
要
因
の
状
況

（
事
後
評
価
）

○
目
標
達
成

・
最
終
到
達
目
標
の
達
成
度

○
有
効
性

・
研
究
成
果
の
効
果
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令
和
元
年
度

知
事
が
行
う
政
策
等
の
評
価
に
関
す
る
実
施
計
画
の
概
要

〔
公
共
事
業
箇
所
評
価
〕

評
価
の
種
類

目
的

実
施
主
体
・
時
期

対
象

観
点

評
価
結
果
の
政
策
等
へ
の

備
考

反
映
・
活
用

○
必
要
性
や
効
率
性
等
に
つ
い
て

○
新
規
箇
所
所
管
課
長

○
県
が
新
た
に
実
施
し
よ
う
と
す
る
公
共
事
業
（
農

○
必
要
性

（
反
映
）

■
新
規
箇
所
評
価

箇
所
ご
と
に
評
価
を
行
い
、
事

（
国
へ
の
要
望
又
は
予
算
要
求
前
）

林
水
産
部
、
建
設
部
が
所
管
す
る
国
庫
補
助
事
業

○
新
規
箇
所
所
管
課
長

業
実
施
の
可
否
を
検
討
す
る
。

及
び
県
単
独
事
業
）
で
あ
っ
て
、
総
事
業
費
が
１

・
事
業
内
容
の
見
直
し

○
新
規
箇
所
選
定
会
議
（
最
終
評
価
）

億
円
以
上
の
箇
所
（
こ
れ
ら
の
事
業
着
手
の
一
環

○
緊
急
性

・
今
後
の
対
応
方
針

（
国
へ
の
要
望
又
は
予
算
要
求
前
）

と
し
て
調
査
を
行
お
う
と
す
る
事
業
箇
所
を
含

・
予
算
要
求

む
。
）
。

た
だ
し
、
次
の
事
業
箇
所
を
除
く
。

○
有
効
性

評
価
項
目
は
、
事
業
種
別

（
活
用
）

ご
と
に
設
定

○
新
規
箇
所
所
管
課
長

一
災
害
復
旧
事
業
、
同
関
連
事
業
箇
所

・
予
算
要
求
の
説
明
資
料

二
維
持
修
繕
事
業
箇
所

○
効
率
性

三
新
規
箇
所
評
価
を
行
い
事
業
に
着
手
し
た

○
農
林
水
産
部
長
、
建
設
部
長
及
び

後
、
他
の
事
業
に
移
行
し
よ
う
と
す
る
箇
所

財
政
課
長

で
、
か
つ
総
事
業
費
の
増
額
が
３
割
以
内
の

○
熟
度

・
予
算
編
成
の
検
討
資
料

事
業
箇
所

四
調
査
費
の
段
階
で
新
規
箇
所
評
価
を
行
い
調

査
に
着
手
し
た
後
、
事
業
化
し
よ
う
と
す
る

箇
所
で
、
か
つ
総
事
業
費
の
増
額
が
３
割
以

内
の
事
業
箇
所

○
事
業
の
中
止
を
含
む
翌
年
度
の

○
継
続
箇
所
所
管
課
長

○
県
が
継
続
し
て
実
施
し
て
い
る
農
林
水
産
省
生
産

○
必
要
性

（
反
映
）

■
継
続
箇
所
評
価

事
業
の
推
進
方
向
を
判
断
す
る

（
９
月
末
日
ま
で
）

局
及
び
農
村
振
興
局
、
林
野
庁
、
水
産
庁
並
び
に

○
継
続
箇
所
所
管
課
長

国
土
交
通
省
が
所
管
す
る
国
庫
補
助
事
業
及
び
総

・
事
業
内
容
の
見
直
し

事
業
費
が
５
億
円
以
上
の
県
単
独
事
業
で
あ
っ

○
緊
急
性

・
事
業
の
継
続
・
中
止
等
の
判
断

て
、
次
の
各
号
に
該
当
す
る
箇
所
及
び
増
額
が
３

割
以
上
の
箇
所
並
び
に
社
会
経
済
情
勢
の
急
激
な

（
活
用
）

変
化
、
技
術
革
新
等
に
よ
り
見
直
し
の
必
要
性
が

○
有
効
性

評
価
項
目
は
、
事
業
種
別

○
継
続
箇
所
所
管
課
長

生
じ
た
箇
所
。

ご
と
に
設
定

・
予
算
要
求
の
説
明
資
料

一
農
林
水
産
省
生
産
局
及
び
農
村
振
興
局
所
管
事
業

採
択
後
５
年
経
過
（
6
年
目
）
及
び
継
続
箇
所
評
価
後
5
年

○
農
林
水
産
部
長
、
建
設
部
長
及
び

経
過
（
6
年
目
）
し
た
事
業
箇
所

○
効
率
性

財
政
課
長

二
林
野
庁
所
管
事
業

・
予
算
編
成
の
検
討
資
料

採
択
後
5
年
経
過
（
6
年
目
）
及
び
継
続
箇
所
評
価
後
1
0
年

経
過
（
1
1
年
目
）
し
た
事
業
箇
所

○
熟
度

三
水
産
業
所
管
事
業

ア
採
択
後
5
年
経
過
（
6
年
目
）
及
び
継
続
箇
所
評
価
後
5

年
経
過
（
6
年
目
）
し
た
事
業
箇
所

イ
海
岸
事
業
で
、
1
0
年
経
過
（
1
1
年
目
）
の
事
業
箇
所

四
国
土
交
通
省
所
管
事
業

ア
採
択
後
5
年
継
続
（
5
年
目
）
事
業
箇
所

イ
採
択
前
の
準
備
・
計
画
段
階
で
5
年
継
続
（
5
年
目
）
し

た
事
業
箇
所

ウ
継
続
箇
所
評
価
実
施
後
5
年
継
続
（
5
年
目
）
し
た
事
業

箇
所

五
県
単
独
事
業

着
手
後
5
年
目
及
び
継
続
箇
所
評
価
後
5
年
目
の
事
業
箇
所

た
だ
し
、
次
の
事
業
箇
所
を
除
く
。

一
災
害
復
旧
事
業
、
同
関
連
事
業
箇
所

二
維
持
修
繕
事
業
箇
所

○
将
来
の
維
持
管
理
や
類
似
事
業

○
終
了
箇
所
所
管
課
長

○
県
が
実
施
し
た
公
共
事
業
（
農
林
水
産
部
、
建
設

○
有
効
性

（
反
映
）

■
終
了
箇
所
評
価

の
企
画
立
案
、
今
後
の
効
果
的

（
1
1
月
末
日
ま
で
）

部
が
所
管
す
る
国
庫
補
助
事
業
及
び
県
単
独
事

・
住
民
満
足
度
の
状
況

○
終
了
箇
所
所
管
課
長

・
効
率
的
な
利
活
用
を
図
る
。

業
）
で
あ
っ
て
、
総
事
業
費
が
1
0
億
円
以
上
で
、

・
事
業
目
標
の
達
成
状
況

・
当
該
事
業
終
了
後
の
維
持
管
理

か
つ
事
業
が
終
了
し
た
日
か
ら
２
年
を
経
過
し
た

・
同
種
事
業
の
計
画
・
調
査

日
の
属
す
る
年
度
が
令
和
元
年
度
で
あ
る
事
業
箇

○
効
率
性

所
。

・
事
業
の
経
済
性
の
妥
当
性

（
活
用
）

た
だ
し
、
次
の
事
業
箇
所
を
除
く
。

○
終
了
箇
所
所
管
課
長

・
当
該
事
業
終
了
後
の
維
持
管
理
や
利
活

一
災
害
復
旧
事
業
、
同
関
連
事
業
箇
所

用
の
あ
り
方
の
検
討
資
料

二
維
持
修
繕
事
業
箇
所
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令
和
元
年
度

知
事
が
行
う
政
策
等
の
評
価
に
関
す
る
実
施
計
画
の
概
要

〔
公
営
事
業
（
旧
企
業
局
が
実
施
事
業
）
関
係
評
価
〕

評
価
の
種
類

目
的

実
施
主
体
・
時
期

対
象

観
点

評
価
結
果
の
政
策
等
へ
の

備
考

反
映
・
活
用

○
事
業
会
計
の
経
営
状
況
に
つ
い

○
産
業
労
働
部
長
（
評
価
）

○
企
業
会
計
に
よ
り
実
施
し
て
い
る
２
事
業
会
計

○
公
益
性
（
必
要
性
）

（
反
映
）

■
経
営
評
価

て
、
計
画
的
、
効
率
的
な
経
営

（
６
月
末
日
ま
で
）

（
電
気
事
業
、
工
業
用
水
道
事
業
）

・
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
等
を
踏
ま
え
た

○
産
業
労
働
部
長

を
行
う
た
め
の
情
報
提
供
を
行

公
益
性
（
必
要
性
）

・
令
和
２
年
度
の
事
業
会
計
の
推
進
方
向

う
。

○
経
済
性

等
・
経
営
目
標
の
達
成
状
況

○
総
合
評
価

（
活
用
）

・
事
業
の
経
営
状
況
な
ど
か
ら
基
準
に
よ

○
産
業
労
働
部
長

り
決
定

・
令
和
２
年
度
の
予
算
編
成
方
針
等
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令
和
元
年
度

教
育
委
員
会
が
行
う
政
策
等
の
評
価
に
関
す
る
実
施
計
画
の
概
要

評
価
の
種
類

目
的

実
施
主
体
・
時
期

対
象

観
点

評
価
結
果
の
政
策
等
へ
の

備
考

反
映
・
活
用

○
政
策
の
効
果
的
な
推
進
を
図
る
た

○
企
画
振
興
部
長

○
第
３
期
ふ
る
さ
と
秋
田
元
気
創
造
プ
ラ
ン
の
６
つ

○
定
量
的
評
価

（
活
用
）

■
政
策
評
価

め
の
情
報
を
提
供
す
る
。

（
７
月
1
5
日
ま
で
）

の
戦
略

・
政
策
を
構
成
す
る
施
策
の
評
価
結
果
の

○
企
画
振
興
部
長
及
び
教
育
委
員
会

平
均
点

・「
第
３
期
ふ
る
さ
と
秋
田
元
気
創
造
プ

（
中
間
評
価
）

○
定
性
的
評
価

ラ
ン
」
に
基
づ
く
政
策
の
効
果
的
な
推

・
施
策
の
推
進
状
況
等
（
社
会
経
済
状
況

進
等
を
踏
ま
え
た
場
合
に
特
に
考
慮
す
る

必
要
が
あ
る
施
策
の
取
組
状
況
と
そ
の

成
果
な
ど
）

○
施
策
の
効
果
的
な
推
進
を
図
る
た

○
教
育
委
員
会

○
第
３
期
ふ
る
さ
と
秋
田
元
気
創
造
プ
ラ
ン
の
重
点

○
定
量
的
評
価

（
活
用
）

■
施
策
評
価

め
の
情
報
を
提
供
す
る
。

（
６
月
の
教
育
委
員
会
会
議
で

戦
略
に
掲
げ
る
3
4
の
施
策
と
基
本
政
策
に
掲
げ
る

・
代
表
指
標
の
達
成
状
況

○
企
画
振
興
部
長
及
び
教
育
委
員
会

実
施
）

９
の
施
策
か
ら
な
る
政
策
・
施
策
体
系
上
に
掲
げ

○
定
性
的
評
価

・「
第
３
期
ふ
る
さ
と
秋
田
元
気
創
造
プ

（
中
間
評
価
）

る
4
3
の
施
策
の
う
ち
、
教
育
委
員
会
が
所
掌
す
る

・
施
策
の
取
組
状
況
と
そ
の
成
果
、
外
的

ラ
ン
」
に
基
づ
く
施
策
の
効
果
的
な
推

６
つ
の
施
策

要
因
等

進
・
自
ら
の
未
来
を
主
体
的
に
切
り
拓
き
、
秋
田
を

支
え
る
気
概
に
満
ち
た
人
材
の
育
成

・
子
ど
も
一
人
一
人
に
応
じ
た
教
育
の
充
実
と
確

か
な
学
力
の
定
着

・
世
界
で
活
躍
で
き
る
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
の
育
成

・
豊
か
な
人
間
性
と
健
や
か
な
体
の
育
成

・
子
ど
も
の
成
長
を
支
え
る
魅
力
的
で
良
質
な
学

び
の
場
づ
く
り

・
地
域
を
元
気
に
す
る
住
民
参
加
の
学
び
の
場
と

芸
術
・
文
化
に
親
し
む
機
会
の
提
供

○
事
業
課
題
を
明
確
化
さ
せ
、
事
業

○
新
規
事
業
所
管
課
長

○
令
和
元
年
度
の
補
正
予
算
及
び
令
和
２
年
度
の
当

○
必
要
性

（
活
用
）

■
事
業
評
価

実
施
の
必
要
性
や
手
段
の
妥
当
性

（
別
途
通
知
）

初
予
算
に
新
た
に
予
算
要
求
し
よ
う
と
す
る
新
規

・
現
状
の
課
題
及
び
施
策
目
的
に
照
ら
し

○
新
規
事
業
所
管
課
長

を
考
察
し
、
事
業
実
施
に
よ
り
達

事
業
（
災
害
復
旧
事
業
及
び
災
害
復
旧
に
関
連
す

た
必
要
性

・
予
算
要
求
説
明
資
料

（
目
的
設
定
）

成
す
べ
き
状
態
を
明
ら
か
に
す

る
事
業
、
県
有
施
設
等
の
維
持
修
繕
事
業
及
び
解

・
住
民
ニ
ー
ズ
に
照
ら
し
た
必
要
性

・
事
業
実
施
の
た
め
の
資
料

る
。

体
撤
去
の
み
の
事
業
、
受
託
事
業
等
で
県
負
担
を

・
県
関
与
の
必
要
性

伴
わ
な
い
事
業
、
他
会
計
繰
出
金
等
を
除
く
。
)

○
教
育
委
員
会
、
総
合
政
策
課
長
及
び
財
政

○
有
効
性

課
長

・
手
段
の
妥
当
性

・
予
算
編
成
の
検
討
資
料

○
事
業
の
見
直
し
・
改
善
を
図
り
、

○
継
続
事
業
所
管
課
長

○
当
初
予
算
に
計
上
さ
れ
て
い
る
継
続
事
業
で
あ
っ

○
必
要
性

（
反
映
）

■
事
業
評
価

よ
り
効
果
的
か
つ
効
率
的
な
事
業

（
５
月
2
0
日
ま
で
）

て
政
策
予
算
に
係
る
事
業
。
た
だ
し
、
目
的
設
定

・
現
状
の
課
題
に
照
ら
し
た
妥
当
性

○
継
続
事
業
所
管
課
長

推
進
の
た
め
の
課
題
と
推
進
方
向

の
対
象
外
事
業
及
び
次
に
掲
げ
る
事
業
を
除
く
。

・
住
民
ニ
ー
ズ
に
照
ら
し
た
妥
当
性

・
事
業
内
容
や
事
業
量
の
見
直
し

（
中
間
評
価
）

を
示
す
。

一
「
第
３
期
ふ
る
さ
と
秋
田
元
気
創
造
プ
ラ

・
県
関
与
の
妥
当
性

・
事
業
の
優
先
度
の
判
定

ン
」
に
掲
げ
る
重
点
戦
略
及
び
基
本
政
策
に
位

置
付
け
ら
れ
て
い
な
い
も
の

○
有
効
性

（
活
用
）

二
前
年
度
の
年
間
事
業
費
が
3
0
0
万
円
未
満
の

・
事
業
目
標
の
達
成
状
況

○
継
続
事
業
所
管
課
長

も
の

・
予
算
要
求
説
明
資
料

た
だ
し
、
一
及
び
二
に
つ
い
て
は
、
目
標
値

○
効
率
性

に
対
す
る
達
成
率
が
8
0
％
未
満
の
事
業
又
は
教

・
事
業
の
経
済
性
の
妥
当
性

○
教
育
委
員
会
、
総
合
政
策
課
長
及
び
財
政

育
庁
総
務
課
長
が
特
に
必
要
と
認
め
る
事
業

（
費
用
対
効
果
の
対
前
年
度
比
。

課
長

は
、
当
該
年
度
の
中
間
評
価
の
対
象
と
す
る
。

た
だ
し
、
算
定
で
き
な
い
場
合
は
、

・
予
算
編
成
の
検
討
資
料

三
そ
の
他

コ
ス
ト
縮
減
の
取
組
状
況
）

ア
計
画
事
業
費
が
1
0
億
円
未
満
の
施
設
整

備
事
業
（
当
該
事
業
に
係
る
調
査
・
設
計
を

含
む
。
）

イ
決
定
済
み
の
補
助
金
交
付
事
業

ウ
計
画
策
定
事
業
、
調
査
・
統
計
事
業

○
類
似
事
業
の
企
画
立
案
、
当
該
事

○
終
了
事
業
所
管
課
長

○
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
事
業
を
対
象
と
し
て

○
有
効
性

（
反
映
）

■
事
業
評
価

業
に
よ
り
整
備
さ
れ
た
施
設
等
の

（
５
月
2
0
日
ま
で
）

実
施
す
る
。
た
だ
し
、
目
的
設
定
の
対
象
外
事
業

・
住
民
満
足
度
の
状
況

○
終
了
事
業
所
管
課
長

効
果
的
・
効
率
的
な
利
活
用
に
有

及
び
事
業
化
を
直
接
目
的
と
し
な
い
調
査
事
業
は

・
事
業
目
標
の
達
成
状
況

・
将
来
の
類
似
事
業
の
企
画
立
案

（
事
後
評
価
）

用
な
情
報
を
提
供
す
る
。

除
く
。

・
当
該
事
業
に
よ
っ
て
整
備
さ
れ
た
施
設

一
大
規
模
事
業

○
効
率
性

等
の
管
理
・
運
営

事
業
費
が
1
0
億
円
以
上
の
施
設
整
備
事
業

・
事
業
の
経
済
性
の
妥
当
性

で
、
事
業
が
終
了
し
た
日
か
ら
２
年
又
は
６
年

（
活
用
）

を
経
過
し
た
日
の
属
す
る
年
度
が
令
和
元
年
度

○
終
了
事
業
所
管
課
長

で
あ
る
事
業

・
当
該
事
業
を
含
む
基
本
方
針
や
計
画
策

二
ソ
フ
ト
事
業

定
の
際
の
検
討
資
料

事
業
費
が
１
千
万
円
以
上
で
、
平
成
3
0
年
度

に
終
了
し
た
事
業
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令
和
元
年
度

公
安
委
員
会
及
び
警
察
本
部
長
が
行
う
政
策
等
の
評
価
に
関
す
る
実
施
計
画
の
概
要

評
価
の
種
類

目
的

実
施
主
体
・
時
期

対
象

観
点

評
価
結
果
の
政
策
等
へ
の

備
考

反
映
・
活
用

○
政
策
の
推
進
途
上
に
お
い
て
政
策

○
秋
田
県
公
安
委
員
会
と
秋
田
県
警
察

○
「
平
成
3
0
年
秋
田
県
警
察
運
営
の
基
本
方
針
と
重

○
優
先
性

（
反
映
）

■
政
策
評
価

を
構
成
す
る
施
策
に
つ
い
て
、
重

本
部
長
が
共
同
で
実
施

点
目
標
」
に
あ
る
「
重
点
目
標
」
の
う
ち
、
次
の

・
施
策
の
評
価
結
果

○
警
察
運
営
の
重
点
目
標
等
の
策
定
に
反

点
的
に
推
進
す
る
施
策
を
明
ら
か

（
７
月
1
0
日
ま
で
実
施
）

４
項
目

・
県
民
の
意
識

映
さ
せ
る
。

（
中
間
評
価
）

に
す
る
た
め
の
情
報
を
提
供
す
る

１
犯
罪
の
起
き
に
く
い
社
会
づ
く
り
の
推
進

・
政
策
に
関
連
す
る
治
安
情
勢
の
変
化

（
活
用
）

こ
と
。

２
交
通
死
亡
事
故
の
抑
止

等
を
踏
ま
え
た
施
策
の
優
先
性
に
観
点

○
警
察
運
営
の
管
理
に
活
用
す
る
。

３
少
年
非
行
防
止
・
保
護
総
合
対
策
の
推
進

を
置
き
、
施
策
の
推
進
状
況
等
か
ら
総

４
被
害
者
支
援
の
推
進

合
的
に
評
価
を
行
う
。

○
施
策
の
推
進
途
上
に
お
い
て
よ
り

○
施
策
の
所
管
部
長

○
政
策
評
価
を
実
施
す
る
「
秋
田
県
警
察
運
営
の
基

○
必
要
性

（
反
映
）

■
施
策
評
価

効
果
的
に
施
策
を
推
進
す
る
た
め

（
６
月
2
1
日
ま
で
実
施
）

本
方
針
と
重
点
目
標
」
の
「
重
点
目
標
」
に
あ
る

治
安
情
勢
や
県
民
の
要
望
等
を
踏
ま
え
た

○
警
務
部
長
及
び
施
策
を
所
掌
す
る
各
部
長

の
情
報
を
提
供
す
る
こ
と
。

「
実
施
項
目
」
の
う
ち
、
予
算
事
業
を
伴
う
事
項

必
要
性

は
、
警
察
運
営
上
重
点
的
に
推
進
す
べ
き

（
中
間
評
価
）

○
有
効
性

事
項
等
に
反
映
さ
せ
る
。

治
安
維
持
上
の
有
効
性

（
活
用
）

○
緊
急
性

○
重
点
推
進
事
項
等
の
管
理
に
活
用
す
る
。

治
安
情
勢
を
踏
ま
え
た
緊
急
性
を
観
点
と

し
、
施
策
の
推
進
状
況
な
ど
か
ら
総
合
的

に
評
価
を
行
う
。

○
事
業
の
企
画
立
案
に
当
た
り
当
該

○
事
業
所
管
所
属
長

○
令
和
元
年
度
補
正
予
算
及
び
令
和
２
年
度
当
初
予

○
必
要
性

（
反
映
）

■
事
業
評
価

事
業
の
実
施
の
可
否
を
検
討
す
る

（
警
務
課
長
が
別
に
定
め
る
時
期
ま

算
に
新
た
に
予
算
要
求
し
よ
う
と
す
る
事
業
で
、

・
現
状
の
課
題
に
照
ら
し
た
妥
当
性

○
事
業
所
管
所
属
長
は
、
評
価
結
果
を
事
業

上
で
有
用
な
情
報
を
提
供
す
る
こ

で
実
施
）

重
点
目
標
達
成
に
重
要
な
事
業

・
住
民
ニ
ー
ズ
に
照
ら
し
た
妥
当
性

の
見
直
し
や
予
算
要
求
に
反
映
さ
せ
る
。

（
事
前
評
価
）

と
。

・
緊
急
性
に
照
ら
し
た
妥
当
性

（
活
用
）

○
有
効
性

○
事
業
所
管
所
属
長
は
、
予
算
要
求
時
の
資

・
手
段
の
妥
当
性

料
と
し
て
活
用
す
る
。

・
成
果
指
標
、
目
標
値
が
あ
る
場
合
そ
の

妥
当
性

○
効
率
性

・
経
済
性
の
妥
当
性

○
事
業
の
推
進
途
上
に
お
い
て
事
業

○
事
業
所
管
所
属
長

○
継
続
事
業
で
、
評
価
実
施
年
度
の
当
初
予
算
及
び

○
必
要
性

（
反
映
）

■
事
業
評
価

の
見
直
し
・
改
善
を
図
り
、
よ
り

（
６
月
2
1
日
ま
で
実
施
）

補
正
予
算
に
計
上
さ
れ
て
い
る
次
の
事
業

・
現
状
の
課
題
に
照
ら
し
た
妥
当
性

○
事
業
所
管
所
属
長
は
、
評
価
結
果
を
次
年

効
果
的
、
効
率
的
に
推
進
す
る
た

１
政
策
予
算
に
係
る
事
業
（
た
だ
し
、
警
察
施

・
住
民
ニ
ー
ズ
に
照
ら
し
た
妥
当
性

度
の
事
業
内
容
や
事
業
量
の
見
直
し
、
あ

（
中
間
評
価
）

め
に
有
用
な
情
報
を
提
供
す
る
こ

設
等
の
維
持
事
業
、
部
内
事
業
で
直
接
県
民
を

○
有
効
性

る
い
は
予
算
要
求
に
当
た
っ
て
の
事
業
の

と
。

対
象
と
し
な
い
事
業
を
除
く
。
）

・
事
業
目
的
の
達
成
状
況

優
先
度
に
反
映
さ
せ
る
。

２
経
常
予
算
に
係
る
事
業
の
う
ち
、
県
民
の
安

○
効
率
性

（
活
用
）

全
対
策
と
し
て
継
続
し
て
い
る
事
業

・
経
済
性
の
妥
当
性

○
事
業
所
管
課
長
は
、
予
算
要
求
時
の
資
料

と
し
て
活
用
す
る

○
事
業
終
了
後
に
事
業
目
的
の
達
成

○
事
業
所
管
所
属
長

○
大
規
模
事
業

○
有
効
性

（
反
映
）

■
事
業
評
価

状
況
を
把
握
し
、
事
業
の
継
続
又

（
６
月
2
1
日
ま
で
実
施
）

１
箇
所
当
た
り
の
事
業
費
が
1
0
億
円
以
上
の
大
規

・
住
民
満
足
度

○
事
業
所
管
所
属
長
は
、
将
来
の
類
似
事
業

は
類
似
事
業
の
企
画
立
案
の
効
果

模
な
施
設
整
備
事
業
で
、
当
該
事
業
が
終
了
し
た

・
事
業
目
的
の
達
成
状
況

の
企
画
立
案
に
反
映
さ
せ
る
。

（
事
後
評
価
）

的
か
つ
効
率
的
な
利
活
用
に
有
用

日
か
ら
２
年
又
は
６
年
を
経
過
し
た
日
の
属
す
る

（
活
用
）

な
情
報
を
提
供
す
る
こ
と
。

年
度
が
令
和
元
年
度
で
あ
る
も
の
。

○
当
該
事
業
に
よ
り
整
備
さ
れ
た
施
設
等
の

○
ソ
フ
ト
事
業

運
営
・
管
理
に
活
用
す
る
。

事
業
費
が
１
千
万
円
以
上
の
事
業
で
、
平
成
3
0

年
度
に
終
了
し
た
事
業
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政策（６） 　　　　　施策（４３）

１　社会減の抑制に向けた雇用の場の創出、人材育成・確保

２　若者の県内定着・回帰と移住の促進による秋田への人の流れづくり

３　結婚や出産、子育ての希望をかなえる全国トップレベルのサポート

４　女性や若者の活躍推進とワーク・ライフ・バランスの実現

５　活力にあふれ、安心して暮らすことができる地域社会づくり

１　成長分野の競争力強化と中核企業の創出・育成

２　中小企業・小規模企業者の活性化と生産性向上

３　国内外の成長市場の取り込みと投資の促進

４　産業人材の確保・育成と働きやすい環境の整備　

１　秋田の農林水産業を牽引する多様な人材の育成

２　複合型生産構造への転換の加速化

３　秋田米の戦略的な生産・販売と水田フル活用

４　農林水産物の高付加価値化と国内外への展開強化

５　「ウッドファーストあきた」による林業・木材産業の成長産業化

６　つくり育てる漁業と広域浜プランの推進による水産業の振興

７　地域資源を生かした活気ある農山漁村づくり

１　地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化

２　「食」がリードする秋田の活性化と誘客の推進

３　文化の発信力強化と文化による地域の元気創出

４　「スポーツ立県あきた」の推進とスポーツによる交流人口の拡大

５　県土の骨格を形成する道路ネットワークの整備

６　交流の持続的拡大を支える交通ネットワークの構築

１　健康寿命日本一への挑戦

２　心の健康づくりと自殺予防対策

３　医療ニーズに対応した医療提供体制の整備

４　高齢者や障害者等が安全・安心に暮らせる福祉の充実

５　次代を担う子どもの育成

１　自らの未来を主体的に切り拓き、秋田を支える気概に満ちた
　　人材の育成　※

２　子ども一人一人に応じた教育の充実と確かな学力の定着　※

３　世界で活躍できるグローバル人材の育成　※

４　豊かな人間性と健やかな体の育成　※

５　子どもの成長を支える魅力的で良質な学びの場づくり　※

６　地域社会と産業の活性化に資する高等教育機関の振興

７　地域を元気にする住民参加の学びの場と芸術・文化に親しむ
　　機会の提供　※

１　災害に備えた強靱な県土づくり

２　地域防災力の強化

１　地球温暖化防止と循環型社会の形成

２　良好な環境と豊かな自然の保全

１　犯罪や事故のない地域づくり

２　暮らしやすい生活環境の確保

３　安らげる生活基盤の整備

１　ＩＣＴ利活用による県民生活の利便性向上

２　ＩＣＴ利活用による地域の活性化

（※　教育委員会が所管する施策）　　　　　　  

政策及び施策の体系（第３期ふるさと秋田元気創造プラン）

戦略１　秋田の未来につながるふるさと定着
           回帰戦略

戦略２　社会の変革へ果敢に挑む産業振興
           戦略

戦略３　新時代を勝ち抜く攻めの農林水産
           戦略

戦略４　秋田の魅力が際立つ 人・もの交流
           拡大戦略

戦略５　誰もが元気で活躍できる健康長寿・
           地域共生社会戦略

戦略６　ふるさとの未来を拓く人づくり戦略

基本政策１　県土の保全と防災力強化

基本政策２　環境保全対策の推進

基本政策３　安全・安心な生活環境の確保

基本政策４　ＩＣＴによる便利な暮らしの実現と
　　　　　　　　地域の活性化

１
　
重
点
戦
略

２
　
基
本
政
策
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政策（４） 　　　　　施策（７）

１　地域の犯罪情勢に即した犯罪抑止対策の推進

１　高齢者対策を最重点とする総合的な交通事故防止対策の推進

３　安全で快適な交通環境の整備

政　策　及　び　施　策　の　体　系　（公安委員会・警察本部長）

１　犯罪の起きにくい社会づくり
　　の推進 ２　　「秋田県地域安全ネットワーク」の活性化及びこれを基盤

　　とした社会の規範意識の向上と絆づくりの推進

２　交通死亡事故の抑止 ２　交通事故抑止に資する交通指導取締りの推進

３　少年非行防止・保護総合対策
　　の推進

１　非行少年を生まない社会づくりの推進

４　被害者支援の推進 １　被害者の視点に立った警察活動の推進

｢

重
点
目
標

｣

の
う
ち
４
項
目
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■　秋田県政策評価委員会委員名簿
（五十音順、敬称略）

氏　   名 　所　属　・　役　職 摘　要

池　村　好　道 　白鷗大学 法学部　教授
・委員長
・制度改善部会委員

岩　根　えり子 　株式会社デジタル・ウント・メア 代表取締役社長 ・制度改善部会委員

佐　藤　幸　徳 　公募委員

福　岡　真理子 　一般社団法人あきた地球環境会議 理事兼事務局長

松　渕　秀　和 　一般財団法人秋田経済研究所 前所長
・公共事業評価専門委員会
　委員長

山　口　邦　雄 　秋田県立大学 システム科学技術学部 教授 ・制度改善部会委員

吉　澤　結　子 　秋田県立大学 理事兼副学長
・研究評価専門委員会
  委員長
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■　秋田県政策評価委員会公共事業評価専門委員会委員名簿
（五十音順、敬称略）

氏　　　名 　所　属　・　役　職

一　色　順　子 　日本防災士会 秋田県支部 副支部長

荻　野　俊　寛   秋田大学 大学院理工学研究科 准教授

小  山　澄　子   環境カウンセラー

込　山　敦　司   秋田県立大学 システム科学技術学部建築環境システム学科 准教授

齊  藤  靖  子   男鹿「萬盛閣」女将

左治木　敦　子 　国際教養大学 准教授

関　口　久美子   株式会社　トースト　常務取締役

徳  重　英  信   秋田大学 大学院理工学研究科 教授

永  吉　武  志   秋田県立大学 生物資源科学部アグリビジネス学科 准教授

松　渕　秀　和 　一般財団法人秋田経済研究所 前所長

■　秋田県政策評価委員会研究評価専門委員会委員名簿

（五十音順、敬称略）

氏　　　名 　所　属　・　役　職

石　塚　広　行
一般社団法人秋田県機械金属工業会　理事
（日本精機株式会社　代表取締役社長）

大　谷　隆　二
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構
東北農業研究センター　企画部長

岡　野　桂　樹 秋田県立大学　生物資源科学部　教授

尾　野　恭　一 秋田大学　大学院医学系研究科長・医学部長

栗　林　直　章
秋田県酒造組合　技術研究委員会委員長
(合名会社栗林酒造店　代表社員）　

後　藤　　　猛 秋田大学　大学院理工学研究科　教授

齊　藤　　　徹
秋田県電子工業振興協議会
（株式会社アイセス　代表取締役）

齋　藤　博　子 あきた知的財産事務所　代表弁理士

林　　　知　行 秋田県立大学　木材高度加工研究所　所長

村　岡　幹　夫 秋田大学　大学院理工学研究科　教授

吉　澤　結　子 秋田県立大学　理事兼副学長
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